
Winter
2014

World’s Agriculture, Forestry And Fisheries
No.837

R e p o r t  1

森林の社会経済的利益を強化する 
――FAO「世界森林白書」2014年報告

R e p o r t  2

OECD-FAO
農業アウトルック 2014

  特 集

食料安全保障と
栄養の改善を促進する
環境を強化するために
――FAO「世界の食料不安の現状」2014年報告



古紙パルプ配合率100％
再生紙を使用

03  特 集

 食料安全保障と栄養の改善を
 促進する環境を強化するために
 ――FAO「世界の食料不安の現状」2014年報告

09  R e p o r t  1

 森林の社会経済的利益を強化する
 ――FAO「世界森林白書」2014年報告

15  R e p o r t  2

 OECD-FAO農業アウトルック
 2014

19  インターン報告記
 インターンで得た学びと気づき
 横浜国立大学 経営学部 4年　マイ・ティ・ハヴァン

20  Crop Prospects and Food Situation
 穀物見通しと食料事情 2014.10

 概況／食料危機最新情報

26  SAVE AND GROW
 ――持続可能な食料の増産を実現するために  第2回
 Growing Greener Cities――都市化と食料安全保障
 FAO農業消費者保護局 植物生産・防疫部　田口 真樹子

30  Zero Hunger Network Japan
 ゼロ・ハンガー・ネットワーク・ジャパン  No.15

 カンボジアにおける安全な食の安定供給を目指して
 ――メンバー団体の取り組み⑩
 特定非営利活動法人 環境修復保全機構　三原 真智人・三輪 幸司・藤平 純

32  FAO寄託図書館のご案内

33  Photo Story
 農家から市場へ
 ――スワジランドで農業の商業化に向けた取り組み

36  FAOで活躍する日本人  No.38

 海に導かれて
 FAO水産養殖局 上席水産専門官　渡辺 浩幹

38  FAO MAP
 世界の栄養不足人口
 ――ハンガーマップ2014

世界の農林水産
Winter 2014

通巻837号

平成26年12月1日発行
（年4回発行）

発行

（公社）国際農林業協働協会（JAICAF）
〒107-0052

東京都港区赤坂8-10-39

赤坂KSAビル3F

Tel：03-5772-7880

Fax：03-5772-7680

E-mail：fao＠jaicaf.or.jp

www.jaicaf.or.jp

共同編集

国際連合食糧農業機関（FAO）駐日連絡事務所
www.fao.or.jp

荒井 由美子、リンダ・ヤオ

（公社）国際農林業協働協会（JAICAF）
森 麻衣子、並木 美佐子

デザイン：岩本 美奈子、薮内 新太

本誌はJAICAFの会員に
お届けしています。
詳しくはJAICAFウェブサイトを
ご覧ください。

C o n t e n t s

World’s Agriculture, Forestry And Fisheries
No.837

Winter
2014

2015年は、国連の定めた「国際土
壌年（ IYS2015）」です。土壌は、食料
や燃料、繊維、医薬品の生産基盤と
なるだけでなく、私たちの生態系にと
って不可欠なものです。 IYS2015は、
食料安全保障と本質的な生態系サー
ビスのために土壌の重要性の認識と理解を強化す
ることを目的としています。 FAOは、地球土壌パー
トナーシップの枠組みにおいて、各国政府や国連砂
漠化対処条約事務局と連携し、IYSの実施を促す
役割を任命されています。

IYS2015公式サイト（英語ほか）：www.fao.org/

soils-2015

2015年は「国際土壌年」
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食料安全保障と
栄養の改善を促進する環境を
強化するために
――FAO「世界の食料不安の現状」2014年報告

2015年までに世界の飢餓人口の割合を半減させるとしたミレニアム開発目標の
期限を目前にした現在、世界では9人に1人が栄養不足に直面している。
目標達成は手の届くところにあるものの、その数は依然として多く、地域間格差も大きい。
FAOの最新報告書より、世界の飢餓の現状を報告する。

首都ポルトープランスの屋外マーケット（ハイチ）。©FAO / Walter Astrada
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国際目標に向けた進展
FAOの最新推定値は、飢餓撲滅について
重要な進展があったことを示している。飢
餓状況が最も改善したのは、世界の栄養不
足人口の大部分を占める開発途上国であっ
た。2012-14年に途上国では7億9,100

万人が慢性的な飢餓に苦しんでいると推定
されるが、1990-92年と比較すると、その
数は2億300万人減少している。

■

FAOが発表した「世界の食料不安の現状 

2014年報告」（SOFI2014）によると、この期
間の栄養不足人口は、中国だけでも1億
3,800万人減少した。さらに、国家人口に占
める飢餓人口総数の削減において最も大き
な成功をおさめたのは、アルメニア、アゼルバ
イジャン、ブラジル、キューバ、グルジア、ガ
ーナ、クウェート、セントビンセント・グレナ
ディーン、タイ、ベネズエラの10ヵ国であった。

■

開発途上国全体ではこのように進展が見ら
れるものの、栄養不足の低減と食料安全保
障の改善には、取り組むべき余地が多分に
残っている。「SOFI2014」は、世界の飢餓
の削減を進めるためには、適切な政策、プ

ログラム、法的枠組み、および十分な資源
を用いた、政治的コミットメントが必要であ
ることを示している。「SOFI2014」では、飢
餓削減に対する国家的取り組みの成功事
例を特集するとともに、進展の障害となりう
る要因を特定している。

■

飢餓削減における世界的な進展は、2015

年までに栄養不足人口の割合を半減させ
ることを目指したミレニアム開発目標ターゲ
ット1c（MDG1c）をすでに達成している国々
の成果を主に反映している。これら63ヵ国
（FAOがモニターする国・地域の総数は136）の
うち25ヵ国が、1990-2015年における栄
養不足人口の半減を掲げた、より野心的な
世界食料サミット（WFS）の目標をすでに達
成している。

■

飢餓削減に対する地域的な取り組みは、特
にラテンアメリカ・カリブ海地域とアフリカに
おいて顕著である。2014年7月、赤道ギニ
アの首都マラボで開催されたアフリカ連合
サミットでは、アフリカ各国首脳が、2025

年までにアフリカ大陸の飢餓に終止符を打
つと表明した。昨年初めて開催されたラテ

図1―開発途上地域における栄養不足人口の推移：MDG目標とWFD目標への進捗度

出典：FAO注 2012-14年のデータは予備的な推定値である
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FAOローマ本部で行われた第
38回FAO総会のサイドイベント
（2013年）。ここで、ミレニアム開
発目標と世界食料サミット目標
の両方を達成した18ヵ国が表
彰された。
©FAO / Giulio Napolitano
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ンアメリカ・カリブ諸国共同体（CELAC）サ
ミットでは、各国政府の首脳が、2005年に
スタートし、2025年までに飢餓撲滅を目指
す「ラテンアメリカ・カリブ海飢餓撲滅イニ
シアティブ」へのコミットメントを地域全体で
再確認し、2025年ゼロハンガー目標を支
持した。この2つの地域には、合わせて約
90ヵ国が存在し、15億人以上の人々が住
んでいる。このコミットメントは、これらの地
域の市民や世界の他の地域の人々に対して、
力強いメッセージを送っている。

■

2025年までに飢餓を撲滅するというCE 

LACの決断は、食料安全保障を推進する
国家的・地域的活動を支え、地域全体で
MDG1cの削減目標を達成するという成果
をもたらした。ラテンアメリカはさらに、
WFS目標も達成している。

■

2025年までに飢餓を撲滅するというアフリ
カ諸国のコミットメントも、この原則に基づ
いた行動であり、「アフリカ開発のための新
パートナーシップ（NEPAD）」におけるアフリ
カ主導型の「包括的アフリカ農業開発計画
（CAADP）」の枠組みの中で、そうした活動
が強化されている。マラボで表明されたコミ
ットメントは、2013年に設立された「食料
安全保障のためのアフリカ連帯信託基金」
などに象徴される、アフリカ地域内の南南
協力を強化するという地域の決定にも基づ
いたものでもある。

■

FAOのグラジアノ・ダ・シルバ事務局長は、
持続的な食料安全保障を推進するコミット
メントと活動が強化されていること、および、
多くの国・地域が「ゼロハンガーチャレンジ
（Zero Hunger Challenge）」に取り組んでい
ることを歓迎し、次のようにコメントした。

■

「政府の政治的コミットメントは、非国家主

体の関与を高めながら、総合的かつ効果的
な活動へと一層進化している。東ティモー
ルでは最近、国家的なゼロハンガーチャレ
ンジをスタートさせた。インドでは最近、国
家食料安全保障法を承認して国家的な飢
餓撲滅活動を拡大し、世界最大規模の家
族農業食料購入プログラムを設立する可能
性がある。さらに、直接送金※1ができる金
融包括※2も拡大している。
　地域的な取り組みはまた、我々の生存中
に食料安全保障を達成するという各国の国
家的活動の実現を後押ししている。アフリ
カおよびラテンアメリカ・カリブ海地域は、
その例である。
　2003年、アフリカは歴史的なCAADPに
着手した。2013年には、各国が南南協力
を積極的に強化する証として、食料安全保
障のためのアフリカ連帯信託基金が設立さ
れた。これは、周囲の国々が依然として飢
餓に苦しんでいる状況の中で1つの国だけ
が食料安全保障を確保することはできない、
という認識を示したものである。こうした連
帯と協力は、異常気象に対するレジリエン
スの強化、地域平和の確保といったアフリ
カの課題に対応するのに必要な原動力とな
る。今年、アフリカ各国の首脳は、2025年
までに飢餓を撲滅するという目標に向けて
大胆な一歩を踏み出した。私は、今後数年
のうちに、この決断の具体的な成果が現れ
始めると確信している」

■

「ラテンアメリカ・カリブ海飢餓撲滅イニシア
ティブは、ブラジルのゼロハンガープログラ
ムに触発されて2005年に開始され、すぐに
ラテンアメリカ・カリブ海地域のすべての国
によって採択された。 FAOはその開始直後
から、各国政府、議会、非国家主体と協力
してこのイニシアティブを支援してきた。ラ
テンアメリカ・カリブ海地域は、飢餓撲滅に
は増産だけでは十分ではないことに気づき、

菜園の世話をする農家（ベトナ
ム）。ベトナムは、伝統的な家
族農業を見直したことが要因の
ひとつとなり、1990年以降、
栄養不足人口を約8割削減す
ることに成功した。
©FAO / AFP / Hoang Dinh Nam

ベトナムの農家の昼食風景。
©FAO / AFP / Hoang Dinh Nam
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その後長年にわたり、より包括的な食料安
全保障戦略を策定し、社会的保護策を強
化してきた。ラテンアメリカ・カリブ海諸国
が飢餓との闘いにおいて成果を出しているこ
とは、こうした取り組みからも説明できるで
あろう」

地域間格差

飢餓撲滅の状況は、開発途上国全体では
進展しているものの、地域間で大きな違い
が見られる。一般的に、アフリカは国際的
な飢餓削減目標の達成に向けた進展が遅く、
特にサハラ以南の地域は世界的な動きに後
れをとっている。この地域は紛争や自然災
害に苦しめられており、サハラ以南アフリカ
では依然として4人に1人が栄養不足の状
態にあり、すべての地域の中で最も高い蔓
延率を示している。

■

世界で最も人口の多いアジアでは、1990-

92年以降、飢餓人口が2億1,700万人減
少した。栄養不足人口の絶対数の削減に
おいて最も大きな進展を達成した3ヵ国はア
ジア地域の国々である。中国では飢餓人口
が1億3,800万人減少し、インドとベトナム

では2,000万人減少している。とはいえ、ア
ジアはいまだに世界の飢餓人口の3分の2を
抱えており、地域全体で、5億2,600万人
が依然として栄養不足の状態にある。西ア
ジアでは、1990-92年以降、栄養不足の
人口は1,050万人増加し、栄養不足率は
6.3%から8.7%になった。南アジアでは、
2012-14年において2億7,600万人が慢
性的な栄養不足に陥っており、1990-92

年の栄養不足人口と比べて、減少はわずか
にとどまっている。東アジアと東南アジアで
は、より急速な改善が進んだ。実際、東南
アジアはすでにWFS飢餓削減目標を達成し
ている。

■

ラテンアメリカ・カリブ海地域は、飢餓との
闘いにおいて最も目覚ましい成果を達成し
ている地域のひとつである。この地域は、
地域全体でMDG1c目標をすでに達成して
いる唯一の地域であり、飢餓人口の絶対数
を半減するという、より野心的なWFS目標
の達成が目前に見えている。ラテンアメリカ
は、すでにWFS目標を達成している。

■

オセアニアは、過去20年間において飢餓人

図2―栄養不足人口の地域別シェアの推移（1990-92年から2012-14年）

出典：FAO注 円グラフの総面積は、各期間の栄養不足人口の規模を表している。数値は四捨五入されている

1990-1992年
合計＝10億1,500万人

2012-2014年
合計＝8億500万人

1990
-92

2012
-14

1990
-92

2012
-14

人口（100万人） 地域別シェア（％）

● オセアニア 1 1 0.1 0.2
● コーカサス・
　 中央アジア 10 6 0.9 0.7
● 北アフリカ 6 13 0.6 1.6
● 西アジア 8 19 0.8 2.3
● ラテンアメリカ・
カリブ海諸国 69 37 6.8 4.6

● 東南アジア 138 64 13.6 7.9
● 東アジア 295 161 29.1 20.0
● サハラ以南
　 アフリカ 176 214 17.3 26.6
● 南アジア 292 276 28.8 34.3
● 開発途上地域 20 15  2.0 1.8
合計 1015  805 100 100

FAOがサハラ以南アフリカで展
開する現金移転プログラムのセ
レモニー（マラウイ）。
©FAO / Amos Gumulira

現金移転プログラムの支援を
受けてトマトの買い付けを始め、
ビジネスを軌道に乗せた女性
（マラウイ）。
©FAO / Amos Gumulira
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口の増加が見られるものの、現在最も栄養
不足人口が少ない開発途上地域である。
オセアニアにおける栄養不足の増加は、体
重過多と肥満の上昇・増加に伴って生じた
ものである。

食料安全保障と栄養を確保するためには
目標到達を可能とする環境が必要

各国の経験を検証することで得られた重要
な教訓は、飢餓、食料不安、および栄養失
調は、単独のセクターや利害関係者だけで
は解決できない、複雑な問題であるというこ
とである。飢餓の直接的な原因や根底要
因に対処する際には、農業生産や生産性、
農村開発、林業、漁業、社会的保護、貿
易、市場といった、幅広いセクターによるさ
まざまな取り組みを必要とする。こうした取
り組みの多くは国家レベルや地方自治体レ
ベルで実施されるものであろうが、より規模
の大きな取り組みを必要とする地域的およ
びグローバルな特質を持つ問題も存在する。
政策やプログラムは、複雑な社会的、政治
的、経済的、および農業生態学的な環境の
中で策定され、実施される必要がある。

■

法律であれ、非公式の取決めであれ、それ
らによって定められたプロセスは、人と組織
が食料安全保障と栄養の成果に影響を及
ぼすための相互作用に影響を与える。食
料安全保障のガバナンスに関する主要な
課題は、すべてのセクターが飢餓、栄養失
調、食料安全保障に与える影響を改善す
るためのイニシアティブを創出する「促進的
な環境」を育成することである。促進的な
環境の5つの重要な特徴は、以下のとおり
である。

■

1.政策、プログラム、法的枠組み
事実証拠と経験に基づく包括的な政策・戦
略・投資プログラム、食料安全保障の根底

にある原因への対処、食料アクセスに関す
る政策、十分な食料を得る権利を保護する
法的枠組みによって適切に支えられた社会
的保護制度、などが挙げられる。
2.人的資源と財的資源　
政府の機能および能力の範囲内における、
必要な財的および人的資源の配分と配備。
3.調整メカニズムとパートナーシップ
ハイレベルな関係閣僚による効果的な食料
安全保障と栄養に関する戦略、政策とプロ
グラムの調整、および立案と実施の確保。
4.事実証拠に基づく意思決定
食料安全保障と栄養に関する意思決定は、
動向をモニターし、行動を追跡し、タイムリ
ーかつ包括的な方法で影響を評価する機
能的な情報システムを利用して、政策プロセ
スに影響を与えうる教訓を導き出す必要が
ある。
5.レジリエンス
異常気象といった自然災害に加え、危機的
状況や紛争に遭遇した場合の、レジリエン
ス強化を目的とする政策およびアプローチ。

■

「SOFI 2014」では、上記に加え、ボリビア、
ブラジル、マダガスカル、ハイチ、イエメン、
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地震被害から1年が経過したハイチで、苗の植え付けを行う農家（2011年）。
©FAO / Walter Astrada
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世界の飢餓の現状をモニタリン
グするFAOの年次報告書。20 

14年版は、国際目標の期限を
目前にした世界の飢餓の現状
を報告するとともに、国別の事
例を分析し、食料安全保障と
栄養を確保するための促進的
環境や、政府による効果的な
介入に求められる点を分析して
います。
FAO　2014年10月発行
54ページ　A4判　英語ほか
ISBN：978-92-5-108542-4

「SOFI 2014」の主なメッセージ

FAOの最新の推定によると、世界の飢餓は
引き続き減少傾向にある。2012-14年の
期間において慢性的な栄養不足に苦しんで
いる人口は約8億500万人であると推定され
ているが、過去10年間で1億人以上減少し
ており、1990-92年と比較すると2億900

万人以上減少している。同時期における栄養
不足蔓延率は、世界的に18.7%から11.3 

%へ、開発途上国では23.4%から13.5%

へと減少している。

1990-92年以降、63ヵ国がMDG1cの
飢餓削減目標を達成し、25ヵ国がこれより
も厳しいWFSの削減目標を達成した。19 

90-92年において、63の開発途上国のう
ち11ヵ国ですでに栄養不足率が5%（この数

字は、ゼロ以外の結果の有意性を保証する方法論

的限界値である）を下回っており、それ以降の
期間においてもその水準を維持することが
できたため、2014年報告では大きく取り上
げていない。

この数字は、MDGの飢餓削減目標、つまり、
2015年までに開発途上国の栄養不足人口
の割合を半減するという目標が達成可能な
範囲にあることを示している。

このように飢餓削減の進展は世界全体では

■

■

■

■

進んでいるものの、依然として地域間には著
しい格差が残っている。ラテンアメリカ・カリ
ブ海地域では食料安全保障の強化において
全体的に最も大きな進展を見せているが、
サハラ以南アフリカや西アジアでは、自然災
害や紛争の悪影響により、あまり進展してい
ない。

飢餓撲滅には、食料安全保障と栄養を最優
先に据えた、最大級の持続的な政治的コミ
ットメント（政治的な取り組み）が必要不可欠で
ある。 SOFI2014のケーススタディは、個々
の国々はもちろん、アフリカやラテンアメリ
カ・カリブ海のような地域が、食料安全保障
と栄養に対する政治的コミットメントを強化
してきたことを示している。

飢餓削減には統合的なアプローチが必要で
あり、以下の対策を組み込む必要がある。
①農業生産性を高めるための公共投資や民
間投資、②農業投入材、土地、サービス、
技術、市場に対するアクセスの向上、③農
村開発を促進する措置、④紛争や自然災害
に対するレジリエンスの強化も含む、最も脆
弱な人々に対する社会的保護、⑤特定の栄
養プログラム、特に母親と5歳未満の子ども
のための微量栄養素対策、などである。

■

■

インドネシア、マラウイにおける飢餓削減の
事例を取り上げ、政府による効果的な介入
に求められる点を分析・提示している。

出典：「The State of Food Insecurity in the World
2014: in brief」FAO, 2014

※1 直接送金（Direct Transfer）： 貧困に苦しむ人々に対し、報
酬を他の品物やサービスではなく小切手また は 直接送金に
より渡すこと
※2 金融包括（Financial inclusion）：不平等の解消や貧困の緩
和を実現するために、すべての人々が適切な費用で正式な金
融機関にて基本的な金融サービスにアクセスできるようにす
るプロセス
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森林の社会経済的利益を強化する 
――FAO「世界森林白書」2014年報告

R e p o r t  1

森林は、雇用やエネルギー、食料、生態系サービスといった
さまざまな恩恵を人々にもたらしているが、これらを示すデータは、いまだ十分とはいえない。
世界の森林の現状に関するFAOの最新報告書は、
森林がもたらす社会経済的利益に焦点を当て、分析を行っている。

材木用の木を切り出す男性（タンザニア）。©FAO / Simon Maina
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林業は、データの収集や政策立案の
両面において、樹木から人々へと視点
を変えていくべき時期を迎えている。
FAOの「世界森林白書 2014年報告」
（SOFO 2014）は、これを実現すること
で、森林の社会経済的利益を促進し、
森林資源ベースを完全な状態で維持
するととともに、高まる社会的需要を満
たすことができると主張している。 

　世界中で、森林や農場の樹木、アグ
ロフォレストリーシステムは、雇用創出
やエネルギー、栄養に富んだ食料、幅
広い財や生態系サービスなどを提供す
ることで、農村の人々の暮らしに重要
な役割を果たしている。これらは、持
続可能な開発や更なるグリーン経済化
に貢献し得る大きな可能性を有してい
る。とはいえ、これらを示す明確な証
拠はまだ十分とはいえない。

　「SOFO 2014」では、人 の々暮らし
や食事、健康、住居、エネルギー需要に
対する森林の貢献に関するデータを収
集・分析することで、この知識格差の問
題に取り組んでいる。また、森林の社
会経済的利益を促進するために、各国
ですでに取り組まれている対策を検討
している。さらに、特に重要な点として、
将来的にこれらの便益を強化していく
ためにどのような情報の改善が必要と
されており、どのように政策を適応させ
ていくのか、という点を提示している。

森林の社会経済的利益

「森林の社会経済的利益は、森林や
木材の商品・サービスを消費すること
で満たされる、あるいは森林セクター
における収入・雇用によって間接的に
支えられた、基本的な人間のニーズや

生活の質の向上（より高いニーズ）を実
現するために欠かせない要素である。」
　上記の定義は、人々が森林を活用
する方法（例：生産よりも消費に重点を置
くなど）の重要度を反映したものである。
これは多くの国にとって、視点の転換
を要求するものである。
　さらに、森林の利益が人々に平等に
行き渡るかどうかを判断するために、
特定のグループ（例えば女性、先住民、農
村貧困層など）が森林から受ける利益に
ついての情報も必要となる。 

直接的かつ測定可能な影響

「SOFO 2014」のために収集されたデ
ータは、森林が人々の暮らしに与える
直接的かつ測定可能な影響に重点を
置いたものである。このデータは、木
材製品や非木材林産物※1、森林サー

森で採れた食用の葉、Mfumbwaを市場で売る女性（コンゴ共和国）。©FAO / Giulio Napolitano



図1―森林セクターにおける雇用者数
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図2―一次エネルギー総供給量に対する木質エネルギーの割合
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ビスを生産・消費することが、食料、
エネルギー、住居、健康のニーズをど
のように満たし、どのように収入を生み
出すかを明らかにしている。
　複数のグループに対する森林の利益
の分配については、依然として情報を
引き出すのが困難である。とはいえ、
開発途上国の農村地域では森林の社
会経済的利益が相対的に重要である
ことが、証例で示されている。

開発途上地域における
林業の収入と役割

林業の収入には、公式セクターで得ら
れる賃金、利益、木材収入に加え、木
材燃料や非木材林産物の生産などと
いった非公式活動で得られる収入も含
まれている。
　公式森林セクター全体としての収入
額は6,000億USドルを超え、世界経
済の約0.9%を占める。さらに、環境
サービスへの支払い、および木材燃料
や建設資材、非木材林産物などの非
公式生産による収入（1,240億USドル）

を合わせると、合計で7,300億USドル
となり、世界経済の1.1%を占める。 

　公式森林セクターにおける女性の雇
用率は比較的低く、同セクターの全雇
用のわずか24%にとどまっている。男
女それぞれが受ける森林の社会経済

的利益は明らかに異なるのだが、国レ
ベルでの男女別データはほとんど入手
できない。

非公式雇用の優位性

森林セクターの公式の雇用数は世界
の労働人口の約0.4%を占めており、
その数は約1,320万人にのぼる（図1）。
世界的に見て、無垢木材を生産する企
業が最大の雇用主で、約550万人を雇
用しており、紙パルプ生産（430万人）、
丸材生産（350万人）が続いている。
　同セクターの非公式の雇用数は最
低でも4,100万人と推定されており、
世界の雇用に対する森林セクターの貢
献を1.7%まで引き上げている。これ
は、特に開発途上国において顕著に見
られる傾向であり、非公式雇用の割合
はアジアおよびオセアニアでは森林関
連の雇用全体の3分の2、ラテンアメリ
カ・カリブ海地域では約90%、アフリ
カでは95%以上を占めている。 

木質エネルギー：
森林がもたらす主な利益

直接消費による利益は、一般的に、収
入および雇用がもたらす社会経済的利
益よりも重要である。 

　開発途上国の農村地域においては、
木質エネルギーが唯一の燃料源になっ

ていることも多く、特に貧しい人々にと
っては必要不可欠なものとなっている。
また、先進国においても、化石燃料へ
の依存を削減する目的で、木質エネル
ギーの利用が増えている。世界的に見
て、木材燃料は一次エネルギー総供
給（TPES）の6%を占めている。木質
エネルギーがTPESに占める割合は、ラ
テンアメリカ・カリブ海諸国およびアフ
リカが最も大きい（それぞれ13%、27%・

図2）。 

5人に1人が木材を主素材とした
住宅に暮らしている

住居の基本的なニーズを満たすための
住宅建設において、林産物の使用は
重要であり、特にこれらの資源が他の
建設資材よりも安価に入手できる開発
途上国の農村地域では、とりわけ重要
である。世界全体を見ると、約13億
人（世界人口の18%）の住居の建築に
林産物が使われている。

森林は健康と食料安全保障に
貢献している
2011年に、1人当たり平均約10.9kg

の食用の非木材林産物が世界全体で
消費された。1人当たり14.6kgのアジ
アおよびオセアニアがその筆頭で、ラテ
ンアメリカ・カリブ海地域、アフリカが
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これに続く。先進2地域（訳注：北米と
ヨーロッパ）では1人当たりの消費は4kg

以下にとどまっているが、このような低
い数値にもかかわらず、栄養価と食料
供給の安定性という面において、食用
の非木材林産物の消費は非常に重要
な利益をもたらす可能性を秘めている。
森林はまた、薬用植物の供給源として
も知られている。
　非木材林産物の直接消費による利
益に加えて、調理用木材燃料の活用も
また、多くの人々にとって極めて重要で
あり、世界の3人に1人が料理に木材
燃料を使用している。水を沸騰・殺菌
するための木材燃料の使用は重要な
健康上の利益とみなされており、約7

億6,400万人もの人々が煮沸に木材
を利用している。質の高い生活環境や
娯楽目的での森林の利用もまた、人々

の健康に良い影響を与えている（図3）。

変わりゆく森林政策の展望

人々が森林から得る利益の程度は、政
府の対応に大きく左右される。実際、
多くの森林資源を有する国では、国家
森林プログラム（NFP）や、重大な森林
課題に対応する同様の政策・プログラ
ムが実施されている。これらの政策は、
変化しつつも高まる需要や、新たに出
現するさまざまな機会、潜在的なマイ
ナス傾向などに対応していくことが求め
られる。
　重要な森林資源を有する国で現在
見られる政策の転換には、以下が含ま
れる
■   国家森林プログラムまたは政策で取
り上げられる、持続可能な森林管理
に関するより幅広い構想

■   政策過程および森林管理への参加
をより重視すること

■   自発的で市場に基づくアプローチを
よりオープンに受け入れること

2007年の「Forest Instrument※2」の
採択以降、121ヵ国の政策からの情報
を分析したところ、多くの国で、国家森
林プログラムや政策に示された目標や
意図を実現するキャパシティが、一番の
ボトルネックになっていることがわかった。
　具体的かつ測定可能な目標を設定
し、対策とその結果の繋がりに関して
ターゲットグループを明確にし、政策
および対策の実施をモニタリングする
能力を持つ国は、ほとんど見受けられ
ない。森林サービスによる利益もまた、
理解や認識、規定が依然として不十分
な状態が続いている傾向にある。森林
の社会経済的利益の強化を確実に進
展させていくには、キャパシティ・ビル
ディングによって政策をしっかりと支え
ていくことが重要となる。

現行の問題に政策を適応させる

より質の高いデータやより強力なキャパ
シティが必要であることに加えて、
「Forest Instrument」の社会経済的
利益に関連した公約を果たす上で、他
にも多くの課題が残っている。

■

貧困緩和と農村開発
林業政策を改正する際に、貧困や適
切な農村雇用に特定的に取り組む国
は、比較的少ない。これは、依然とし
て人間よりも森林管理の技術パラダイ
ムが優先されていることを示している。

■

森林資源・市場へのアクセスを地域
コミュニティ、家族、個人に提供する

調査対象国の約半数、とりわけラテン

図3―木材燃料の活用

木材燃料を使って
料理している 24億人

水の煮沸に
木材を使用している 7億6,400万人

数字で見る森林

ヨーロッパおよび北米では、少なくとも
900万人が住居の暖房原料として木材
を使用している。
公式森林セクターの50%以上をアジ
アが占めている。
29ヵ国（うち22ヵ国はアフリカ）における
エネルギー供給の半分以上が、木質
エネルギーでまかなわれている。
主に地域住民の生活をより一層サポー

トするために、2007年以来、少なくとも
26ヵ国が保有権改革に取り組んできて
いる。
同時期に、約60ヵ国が森林投資を奨
励するための対策を講じている。
2013年の時点で、61ヵ国が公有林に
対して森林認証のメカニズムを採用し
ている。

■

■

■

■

■

■
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アメリカ・カリブ海地域の国々では、近
年、地域コミュニティや家族、個人に
よる森林資源・市場へのアクセスを向
上させる対策を講じている。しかしな
がら、多くの農村地域において主要な
生活の糧となっている非公式の経済・
市場に取り組んでいる国はほとんどない。

■

環境を整備して投資を促進する
投資の促進による持続可能な森林管
理への資金調達は、多くの国において
政治課題の上位に位置づけられてきた。
特に関心を集めているメカニズムとし
て国家森林ファンドの設立が挙げられ
るが、これは大小にかかわらず国内か
らの資金を獲得する重要性を認識した
ものである。 

　しかし、地域コミュニティや先住民
のコミュニティに対して、安価かつ確実
な資金源へのアクセスを提供すること
は、依然として課題のままである。ま
た、たとえ海外投資の利益を享受でき
る可能性の高い政策環境が整った国
であっても、資金の運用能力が不足し
ている場合がある。

■

自発的な取り組み――持続可能性と
市場の透明性を支持する

森林認証などの自発的な取り組みは、
持続可能な森林管理に向けた政府の
政策をサポートし補完するための有用
なツールとしてますます普及している。
また、これらの取り組みによって、説明
責任を伴うパートナーとして民間セク
ターが確実に機能するようになってい
る。先進国の政府は、公共の調達ス
キームや緑化ビルプログラムを継続的
に強化していくことで、持続可能な資
源から得られる製品に対する需要側の
インセンティブの強化を行っている。

森で採れるラタンでカゴを作る職人（コンゴ共和国）。
©FAO / Giulio Napolitano

　政策課題も数多く残っている。例え
ば小規模生産者にとって認証コストが
高いことや、営利のみを目的とした製
品に比べて高価な（認証）製品に対す
る国内需要が不足している事実などが
挙げられる。

■

林産物の効率的な生産と加工、
廃棄物削減、リサイクル

多くの国々が、バイオマスの活用や生
産設備を増やしていこうと努めている
一方で、廃棄物削減やリサイクルにつ
いて明白に言及している国は少数であ
る（多くはヨーロッパおよびアフリカ）。資源
活用の効率性を高めることは、社会経
済的利益を強化し持続的に提供する
ための有効な手段である。

■

森林に関する伝統的な
知識・経験から派生する利益

森林の社会文化的な利益は、地域コミ
ュニティおよび先住民コミュニティにと
って非常に重要なものであることが多
いが、森林に関する伝統的な知識・経
験（TFRK）は、こうしたグループ以外の
人々にも恩恵をもたらしている。しかし
ながら、具体的にTFRKに取り組んでい
る国は少なく（多くの場合、保有権の改善
や天然資源へのアクセスを通じた取り組みで

ある）、更なる注意喚起が必要である。
■

森林が提供する価値と便益の範囲を
認識して、市場に反映させる

森林が提供する資産と生態系サービ
スの価値は、現在、特に政府の予算
編成システムによって認知されている
程度よりはるかに高い。この分野にお
いて具体的な対策を講じている国は少
ないが、それでも、経済・環境会計の
フレームワークを構築することで、国の

経済に対する森林の貢献度に注目する
ようになってきた国は少数ながらも増え
ている（最低でも13ヵ国）。
　ラテンアメリカを中心に、生態系サ
ービスに対する支払い（PES）スキーム
の構築・整備を行っている国もある（た
だし、REDD＋※3に対するPESは、依然とし

て試験・調査段階である）。しかし、森林
が提供するサービス（砂防、受粉、天然
の害虫および病害対策の仕組みなど）への
認識はいまだに広まっておらず、それ以
上に注目すべきことは、木材燃料、狩
猟肉、薬用植物製品などの主要な利
益に注意を向けている国がほとんどな
いという事実である。
　より持続可能かつ環境に優しい将
来に向けて各国が取り組んでいけば、
森林が生み出すさまざまな便益に対す
る需要は今後さらに高まっていくと思
われる。したがって、森林は将来の社
会経済開発へ大きく貢献する可能性
を秘めており、この可能性をしっかりと
管理していく必要もある。
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State of the World ’s
Forests 2014
世界森林白書 2014年報告

世界の森林と林業をめぐる現状
について、FAOが隔年で発表す
る報告書。2014年版は、人々
の暮らしや食事、健康、住居、
エネルギー需要に対する森林
の貢献についてのデータを収
集・分析するともに、森林から
得られる恩恵を強化していくた
めに必要な情報改善や政策の
適応について論じています。
www.fao.org/docrep/015/

i2497e/i2497e00.pdf

FAO 2014年6月発行
119ページ　A4　英語ほか
ISBN：978-92-5-108269-0

State of

the World ’s Forests

2014

森林の社会経済的利益を
強化する 

R e p o r t  1

関連ウェブサイト
State of the World ’s Forests 2014：www.fao.

org/forestry/sofo

FAO Forestry: www.fao.org/forestry

出典：「State of the World ’s Forests 2014：In 

brief」FAO, 2014

※1 森林地域で産出される、樹木、植物、動物から
取れる産品を含む、木材を除くすべての森林製品
※2 2007年4月28日、国連森林フォーラムは、画期
的な「すべてのタイプの森林に関する法的拘束力を伴
わない文書（Forest Instrument）」 を採択した。同法律
文書は、森林破壊の軽減、森林劣化の防止、持続可
能な生活の促進、森林に依存する人々の貧困緩和を
目的とした国際連携と国家対策へのカギとなる
※3 「森林減少と森林劣化による温室効果ガス排出
削減および森林炭素貯蔵の保全と増大」に関する取り
組みを指す

「SOFO 2014」の主なメッセージ

森林の社会経済的利益を測定するためには、
樹木だけでなく人々に重点を置いたデータ収
集を行わなければならない。
公式な雇用統計を除くと、政府の森林担当局
は、森林から利益を得ている人々の数について
のデータをほとんど持ち合わせておらず、現在利
用できるデータも不十分であることが多い。現
在行われているデータ収集は森林と樹木に重点
を置いたものであるが、人々が受ける利益に関
するデータも同時に収集する必要がある。こう
した調査は公的機関と協力した実施が望ましい。

■

森林政策は、食料、エネルギー、住居を提供
するという森林の役割について明確に取り組む
ものでなければならない。
森林の保有権およびアクセス権の強化、森林
利用者組合の支援については、多くの国々で大
きな進展があった。しかし、公式森林セクター
活動に重点を置いた政策と、食料、エネルギ
ー、住居のニーズを満たすために森林を利用し
ている非常に多くの人 と々の間には、依然とし
て大きな溝があるように見受けられる。 

■

浸食防止や授粉といった森林サービスの価値
の認識は、健全な政策決定に不可欠な要素で
ある。
森林が提供するサービスの価値が測定・認識
されていないと、森林に影響を及ぼす経済や政
策は、不完全かつ偏見を伴った情報に基づい
て決定されることになる。これは、浸食保護や

授粉など食料安全保障や農業生産性のために
欠かせないサービスから、森林が人々に提供す
るレクリエーションやその他のアメニティに至る
まで、さまざまなサービスを持続的に供給するう
えで極めて重要である。 

■

高まり変化する需要を満たすため、持続可能な
森林管理にはより効率的な生産が求められる。
林産物の消費から派生する利益に対する需要
は、多くの場合、人口が増加するに伴って継続
的に高まり、また中流階級の新興であれ、圧倒
的に増えている都市生活への世界的な移行や
その他要因であれ、生活スタイルが変化するに
従って高まる傾向がある。これらの需要は、停
滞し、減少しつつある資源を用いて満たしてい
かなければならない。資源の大幅な低下を回
避するためには、非公式セクターも含めて、更
なる効率的な生産技術を採用することが不可
欠となる。

■

森林資源・市場へのアクセスを人々に提供する
ことは、社会経済的利益を強化するための効
果的な手段となる。
各国は、モノやサービスの供給を促進するため
の数多くの対策のひとつとして、森林資源・市
場へのアクセスを人々に提供している。これは
特に地方レベルで効果的である。生産者団体
を強化することで、市場へのアクセスや、より包
括的かつ効率的な生産をサポートすることがで
きる。
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概要
主要作物の国際価格は、2013 / 14 年
の豊作を主因として歴史的な高値から
大幅に下落している。対照的に食肉と
乳製品の価格は、2013年の供給量が
見通しを下回ったことにより歴史的な
高値水準にある。エタノールとバイオ
ディーゼルの世界価格は、供給が潤沢
であるため、2011年につけた歴史的な

最高値水準から引き続き下落した。
　農産物需要は引き続き堅調に推移
する見込みである。ただし伸び率はこ
の10年間に比べると鈍化する。食生
活の中心は依然として穀物であるが、
所得の増加、都市化、食習慣の変化
は、タンパク質や脂肪分、糖分の多い
食生活への移行の一因となっている。
　今後10年間、家畜とバイオ燃料の

生産量は作物の生産量を上回るペー
スで増加する見込みである。世界農
業生産におけるこのような構図の変化
により、小麦やコメなどの主食用作物
から、食料や飼料、バイオ燃料向けの
需要を満たす粗粒穀物や油糧種子へ
と、相対的にシフトしていく（図1）。追
加的な生産のほとんどは制約要因が
最も少ない地域で行われる。それらの

OECD-FAO
農業アウトルック 2014

R e p o r t  2

FAOと経済協力開発機構（OECD）は、毎年、
農業の中長期見通しを分析した共同報告書を発表している。
最新の報告書から、概要を報告する。

イタリアの小麦畑。©FAO / Alessia Pierdomenico 
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制約要因としては、高い生産コスト、
限定的な農地拡大余地、環境問題、
政策環境の変化などが挙げられる。
　作物価格は今後1-2年間下落して
から、2008年以前の水準よりは高い
ものの、最近の最高値水準よりは大幅
に低い水準で安定する見込みである。
食肉、乳製品、水産品の価格は上が
ると予想されている。しかし穀物と畜
産物の実質価格は中期的には下落す
る見込みである。予想される穀物の期

末在庫率（stock-to-use ratios）は大幅
に上昇しているため、価格が不安定に
なる懸念は緩和されるだろう。
　世界の漁業生産量は、主に開発途
上国における養殖の増加に牽引される。
堅調な需要を背景とする持続的なコス
ト高により、水産物の価格は過去の平
均より大幅に高い水準で推移し、今後
10年間、消費の伸びを抑えると見られ
る。生産の伸びは主にアジアと南米の
開発途上国によってもたらされるだろう。

貿易は引き続き増加するが、過去10 

年間に比べると伸びは鈍化する。金額
ベースでも数量ベースでも、アメリカ大
陸の支配的な輸出地としての地位が強
化される一方、アフリカとアジアでは地
域内の需要増を満たすために、純輸入
が増える（図2）。
　農業・漁業市場における近年の政
策改革により、需給原理が市場のシグ
ナルにこれまでより敏感に反応できるよ
うになっている。しかし、いずれの市場

図1―2011-13年に対する2023年の作物生産の伸び（量および％）

出典：OECD and FAO Secretariats
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図2―農産物の純輸出の実質価格：南北アメリカ、オセアニア、東欧では純輸出が増加

注 純輸出とは、本アウトルックに含まれる農産物の輸出入について、2004 -06年における国際基準価格を基に算出したものである
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出典：OECD and FAO Secretariats
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も依然として生産者支持や公的備蓄、
バイオ燃料義務化などの政策の影響
を受けている。更なる政策の変更も進
行中である。昨年、米国の2014年農
業法と欧州連合（EU）の2013年共通
農業政策改革が合意されているが、施
行の細目についてはまだ最終的に決着
していないため、現行の予測ではこれ
らの規定について考慮していない。

2023年までの世界農産物予測

穀物：主要穀物の国際価格は予測期
間の初頭は弱含みで推移し、世界貿易
を押し上げる可能性が高い。在庫は
増加する見通しで、アジアではコメの
在庫が過去最高水準に達する（図3）。

■

油糧種子：持続的な植物油需要により
価格が押し上げられるため、油糧種子
の栽培面積が耕作地に占める割合は、
伸びこそ鈍化するものの引き続き上昇
する。

■

砂糖：砂糖の国際価格は2013年末に
下落したが、旺盛な世界需要に牽引さ
れて回復する。世界の支配的な砂糖
輸出国であるブラジルからの輸出は、
エタノール市場の影響を受ける。

■

綿花：国際的に余剰在庫の放出が見
込まれるので、価格が下落して消費は
押し上げられるが、2023年までに価
格は回復する。

■

バイオ燃料：バイオ燃料の消費と生産
は、砂糖由来のエタノールとバイオディ
ーゼルに牽引され、50%以上増加す
る見込みである。エタノール価格が原
油価格とともに上昇する一方、バイオ
ディーゼル価格は植物油価格に追随し

た動きになる。
■

食肉：アジアにおける堅調な輸入需要
と北米における繁殖の回復により食肉
価格は押し上げられ、牛肉価格は過
去最高水準に達する。家きん肉は予
測期間のうちに豚肉に代わって最も消
費される食肉製品となる。

■

乳製品：主要生産国における持続的な
生産性の上昇と、中国において生産が
再び増加することによって、価格は現
在の高値水準から若干低下する。イン
ドが欧州連合に代わって世界最大の

牛乳生産国となり、予測期間にわたり
大量の脱脂粉乳を輸出する。

■

漁業：養殖生産の伸びはアジアに集中
する。養殖は引き続き最も急成長して
いる食料部門のひとつであり、2014

年には食用の捕獲漁業を上回る。

特集：インド

この2014年版「アウトルック」では、
世界第2 位の人口を抱え、世界最多
の農家を擁するとともに、食料不安を
抱える人口も世界最大であるインドに
ついて特集している。本書はインドに

図3―2023年に向けた農産物の名目価格の推移

出典：OECD and FAO Secretariats
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関して比較的楽観的なシナリオを描き
出しており、特に付加価値の高い部門
に牽引されて、食料生産、食料消費の
伸びが持続すると見込んでいる。
　新たな国家食料安全保障法は、食
料への権利を定めたものとしては過去
最大規模の法律であり、8億人以上の
国民に補助金の対象となっている穀物
を（小売価格の約1割で）配給するもので
ある。この法律の施行は主要な課題
である。
　肥料、農薬、種子、水、電気、信
用取引の利用拡大を奨励する補助金
と市場支持価格が、この10年間の年
間農業生産高の高い伸びに寄与して
きた。これらのプログラムによって今後
も生産の伸びが促進され、インドは1

人当たり供給量を拡大することができ
る。ただし、資源圧力が強まり、絶対
的な伸び率は今後10年間で低下する。
　依然として菜食中心ではあるものの、
インドの食生活は多様化する。穀物
消費量は増加すると見られるが、牛
乳・乳製品、豆類、果物、野菜の消
費が拡大して、食物栄養素の摂取が
改善する。魚類も重要なタンパク源と

して消費が増加するが、食肉消費量
は、大幅に増加するとはいえ未だ世界
で最も消費量が少ない国であることに
変わりはない。
　主な不安材料は、インドのマクロ経
済実績、収量増加の持続可能性、政
府プログラムの実施可能性などである。

マクロ経済の想定に関する注記

今回の「アウトルック」の基礎となって
いるマクロ経済情勢は、OECD諸国の
平均的なGDP成長率が年率2.2%と
なることを想定している。多くの新興
国の経済見通しは堅調であるが、過
去10年間に比べると若干下方修正さ
れている。大半のアフリカ諸国は高い
成長率を示している。ドル高が多くの
国々の競争力に影響を及ぼす。原油
価格は2023年までに1バレル147米
ドルに達するものと想定されている。

OECD-FAO 
Agricultural Outlook 
2014
OECD-FAO 農業アウトルック
2014

OECD諸国と開発途上国の農
業をめぐる動向と今後10年の
見通しを分析したFAOとOECD
の共同報告書。全文（英語ほか）
および要約版は下記のOECD
ウェブサイトで閲覧と購入が可
能です。
www.oecd.org/site/oecd-

faoagriculturaloutlook/pub 

lication.htm

FAO / OECD　2014年6月発行
324ページ　27×19cm　英語ほか
ISBN：978-92-64-21089-9

出典：「OECD-FAO Agricultural Outlook 2014」
FAO / OECD, 2014

※本文は「OECD-FAO Agricultural Outlook 2014 
：Summary in Japanese」（OECD, 2014）©OECD を
転載。図表は全文版から抜粋した

OECD-FAO 農業アウトルックの発表記者会見。©FAO / Giuseppe Carotenuto

OECD-FAO 

Agricultural Outlook 

2014

OECD-FAO
農業アウトルック 2014
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www.fao.org/giews/english/cpfs

FAOの 「Crop Prospects and Food Situation」は、
世界の穀物需給の短期見通しと世界の食料事情を包括的に報告するレポートです。
地域別の食料事情や付属統計など、全文（英語）は
ウェブサイトでご覧ください。

図1―世界の穀物の生産と利用
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アジア 1091.5  1125.1 1  119.7 -0.5
極東 995.2 1 017.8  1 019.1  0.1
近東 69.3 74.3 68 -8.4
アジアのCIS 27 33.1 32.6 -1.6

アフリカ 162.3 163.2 164.1 0.5
北アフリカ 33.9 36 34.2 -5
西アフリカ 50.6 49.7 48.2 -3
中央アフリカ 4.7 4.7 4.7 -1.5
東アフリカ 43.3 43.9 43 -2
南部アフリカ 29.7 28.9 34 17.7

中米・カリブ海諸国 39.9 40.8 40.4 -1.2
南米 153.5 173.3 174 0.4
北米 406.1 500.2 494.1 -1.2

ヨーロッパ 416.2 480.8 494.5 2.8
EU 279.3 304.2 307.6 1.1
ヨーロッパのCIS 124.1 162.6 173.3 6.6

オセアニア 35.9 42.6 36.1 -15.2

世界 2305.4  2526.1  2522.9  -0.1
開発途上国 1396.1  1445.6  1439.4  -0.4
先進国 909.3 1080.5  1083.5  0.3
-小麦 660.6 717.1 718.5 0.2
-粗粒穀物 1153.9  1310.7  1308.0  -0.2
-コメ（精米） 490.9 498.4 496.4 -0.4

2013年に対する
2014年の変化（％）

2012 2013
推定

2014
予測

表1─世界の穀物生産（100万トン）※1

注 合計および割合の変化は四捨五入されていないデータから算出されている
※1 精米換算のコメを含む

生産※1

世界 2305.4  2526.1  2522.9  -0.1
開発途上国 1396.1  1445.6  1439.4  -0.4
先進国 909.3  1080.5  1083.5  0.3

貿易※2

世界 308.8  354.8  337.0  -5.0
開発途上国 125.4  106.9  105.6  -1.2
先進国 183.4  248.0  231.4  -6.7

利用
世界 2330.4  2417.8  2461.3  1.8
開発途上国 1496.4  1546.3  1577.0  2.0
先進国 834.0  871.5  884.3  1.5
1人当たり食用利用（kg /年） 152.5  153.1  153.0  -0.1

在庫※3

世界 504.9  579.5  627.5  8.3
開発途上国 387.1  437.5  451.9  3.3
先進国 117.8  142.0  175.5  23.6
利用に対する在庫率 20.9  23.5  25.2  6.9

2013 / 14年に対する
2014 / 15年の変化（％）

2012 / 13 2013 / 14
推定

2014 / 15
予測

表2─世界の穀物状況（100万トン）

注 合計は四捨五入されていないデータから算出した
※1 記載されている2ヵ年のうち初年度のデータを示し、精米換算のコメを含む    
※2 小麦と粗粒穀物の貿易は、7月 / 6月市場年度に基づいた輸出を示す。コメの貿易は、記載されている2ヵ年のうち後者の輸出を示す
※3 国ごとの作物年度末時点での在庫の合計を示しており、ある時点での世界の在庫水準を示すものではない 
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図2―世界の穀物の在庫率※1

※1 期末在庫を次期シーズンの利用量と比較したもの
※2 2014 / 15 年の利用量は、2003 / 04 -2013/14 年の期間に
おける補外法に基づく傾向値である
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注 価格は月別平均を示す
※1 ハードレッドウインターNo.2、ガルフf.o.b.　※2 イエローNo.2、ガルフ渡し　※3 パラナ川上流渡しf.o.b.　※4 指標貿易価格
※5 2級品100%、バンコクf.o.b.　※6 スーパーA1、バンコクf.o.b.

 9 4 5 6 7 8 9月

米国
小麦※1 311  340  345  314  294  284  279
トウモロコシ※2 209  224  217  202  182  175  164
ソルガム※2 217  226  223  220  203  183  174

アルゼンチン※3

小麦 300  361  372  365  287  270  248
トウモロコシ 219  229  224  204  192  181  166

タイ※4

白米※5 460  408  408  419  439  458  444
砕米※6 406  307  298  313  325  343  336

2014年2013

表3─穀物の輸出価格（USドル /トン）

出典：「Crop Prospects and Food Situation, 

October 2014」FAO, 2014

翻訳：斉藤 龍一郎

※1  アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイ、チリを含
む（訳注）
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億人60

45

30

15

2050年1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040

0

都市 農村
図1―開発途上国における人口増加（1950 - 2050年）

出典：United Nations Population Division
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ベトナム

カンボジア

タイ

コンポンチャム州

プレイチョール地区

サムロング
コミューン

プノンペン特別市（首都）

ゼロ・ハンガー・ネットワーク・ジャパンは、飢餓と栄養不良を
なくすための国内連帯です。

ゼロ・ハンガー・ネットワーク・ジャパン

カ
ン
ボ
ジ
ア
に
お
け
る

安
全
な
食
の
安
定
供
給
を
目
指
し
て

―
―
メ
ン
バ
ー
団
体
の
取
り
組
み
⑩

三
原 

真
智
人

三
輪 

幸
司

藤
平 

純

特
定
非
営
利
活
動
法
人 

環
境
修
復
保
全
機
構

ゼロ・ハンガー・ネットワーク・ジャパ
ンには、現在30を超える団体・組織
が参加しています（2014年11月現在）。
今回はメンバーの一員である（特活）
環境修復保全機構に、カンボジアでの
取り組みを紹介いただきます。

安定した安全な食の供給へのニーズ
国際食糧政策研究所（ IFPRI）による
2006年度の「世界の飢餓指標」にお
いて、カンボジアは世界で最も飢餓で
苦しむ12ヵ国のひとつであり、2014

年度の指標においても依然として飢餓
レベルは「深刻」と認知されています。
また2010年カンボジア人口保険調査
によると、5歳以下の子どもの約40%

は慢性的に栄養不足であり、28%は

過少体重、10.9%は深刻な栄養不足
とされています。
　2013年、カンボジアでは人口の約
64%が農業に従事しており、GDPの
34%が農業分野によって占められてい
ます。社会・経済的にも農業がカンボ
ジアの基幹産業であるうえ、農業分野
の発展が貧困・飢餓の問題を改善し、
カンボジアの持続可能な発展への重
要な鍵と考えられます。同国では内戦
終結後の1999年以降、食料供給量
の改善のために、農業の生産性を高め
ようと化学肥料や農薬の使用量が増
大してきました。

事業対象地の抱える課題
当機構の事業対象地であるコンポンチ
ャム州においては、2000年代の10年
間で急速に化学肥料や農薬の施用量
が増大して単位面積当たりの農業生
産量は増大してきました。しかし、同
時に多くの現地農家はそれらの使用方
法に関する適切な知識を持たないため
に、過剰に施肥をして土壌劣化や池沼
でプランクトンの異常発生を伴う富栄
養化を引き起こしたり、適正に農薬の
希釈や散布を行わないために現地農
家の健康被害が頻発しています。
　事業対象地であるサムロングコミュ
ーンには、2013年の時点で8,447名
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が生活を営んでおり、そのほとんどが
農業に従事しています。2011年に実
施したベースライン調査の結果、事業
対象者である450農家の98%以上が
化学肥料と化学農薬を使用しているこ
とがわかりました。しかし、同時に健
康被害への懸念や経済的な理由から、
多くの現地農家が化学肥料および化
学農薬の使用量を40%以上削減する
ことを希望していることも明らかとなり
ました。

持続可能な農業生産環境の構築を
目指した事業内容とこれまでの成果

本事業は、持続可能な農業生産環境
の構築を目指して、地域における安定
した安全な食の供給に草の根レベルで
取り組んでいます。特に現地農家が自
ら持続的に安全な農産物を生産でき
る環境を整え、自立して農業をさらに
発展させることができるように、人材育
成に重点を置いて地域に適した知識・
技術を提供しています。例えば、食農
環境教育や適切な農業技術を、サムロ
ングコミューンの現地農家と小学校の
生徒と教員を対象に提供しています。
　持続的な農業生産環境の基礎作り
として、これまでに多くの資源循環型
農業技術研修を開催し、環境への負
荷を軽減しつつ、地域の環境に合わせ
た農業が可能となるように、生物起源
である堆肥やペレット堆肥、液肥など
様々な農業資材の作成技術を提供し
ています。ペレット堆肥は粉状の堆肥
に比べて農地からの肥料成分の無効
流出を抑制できるために、降雨強度の
強いスコールが頻発する地域ではとて
も有用であると考えられ、2012年度に
はコミューン内にペレット堆肥加工セン
ターを設置しました。今日、多く農家

がペレット堆肥を自ら作成し、圃場で
施用しています。
　また、多くの現地農家が下痢や赤痢
を被った原因のひとつとして、発酵が
不十分な未成熟な牛糞堆肥を圃場に
施肥したことが挙げられました。そこで、
発酵段階の牛糞等に含まれており人体
に影響を与える大腸菌（E. Coli）に関す
る知識の向上を目指し、本団体研究セ
ンターの学術研究員を派遣して、堆肥
づくりにおける大腸菌の殺菌方法等に
ついて指導しました。このように地域
において安定した安全な食の供給を目
指して、本団体の研究部門と連携しつ
つ研修を提供し、普及効果を上げてい
ます。

マーケティングや市場の拡大を
目指した事業の展開

さらなる持続可能な農業の知識・技術
を地域に根付かせて、地域における安
定した安全な食の供給を進めていくに
は、経済的動機付けが必要であると考
えられます。そこで現在は、現地農家
が生産した低化学肥料・低農薬農産
物の販売に向けて、販路の拡大に努め
ています。これまでに現地農家を中心
に販売所の運営委員を結成し、販売
実績や消費者のニーズを共有するとと
もに、有機農産物の生産を目指した土
づくりから出荷までのプロセスを学ぶ
研修旅行をタイや日本で実施してきま
した。さらに日系企業から野菜種子
の提供を受けて試験栽培の取り組み
を実施し、現在は農産物販売に向け
ての協議を詰めるまでに至っています。
2013年度末には郡農業局の敷地内に
低化学肥料・低農薬農産物販売所を
設置し、2014年8月から販売を開始
しました。

今後の課題
今後、さらに持続可能な農業生産環
境を整えて、更なる安全な食の供給を
継続していくためにも、現地農家が生
産した低化学肥料・低農薬農産物の
マーケティングや市場の拡大が課題と
なっています。今後は、農産物の多様
性と販売所の広報を進めるとともに、
顧客や販路を拡大し、低化学肥料・低
農薬農産物の生産を促していきたいと
考えています。
　これからもカンボジア・コンポンチャ
ム州における安定した安全な食の供給
を目指して、特定非営利活動法人環境
修復保全機構のチャレンジは続きます。

ゼロ・ハンガー・ネットワーク・ジャパンとは
世界の飢餓と栄養不良をなくすための日本国内のアラ
イアンス。2003年に設立された国際的なアライアンス
と、これに続く各国でのナショナルアライアンスの設立
が背景にある。

ご意見・お問い合わせ先：ゼロ・ハンガー・ネットワ
ーク・ジャパン事務局（FAO日本事務所内）

E-mail：info@zerohunger-jp.org
ウェブサイト：http://zerohunger-jp.org

特定非営利活動法人 環境修復保全機構
タイとカンボジアを中心に、アジア諸国における「農業
的・都市的開発と自然環境との調和」を目指した環境
修復保全に取り組む。また、環境教育啓蒙の活動を
通して、現地の人々が自然資源を持続的に利用してい
けることを目的とした活動を行っている。
ウェブサイト：www.erecon.jp

本団体研究センターの学術研究員による大腸菌の説明。
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ファンドの融資を受けた食品加工工場、Eswatini Kitchen。スワジランド中部の経済都市、Manziniの郊外にある。
©FAO / Giulio Napolitano（すべて）

関連ウェブサイト　FAO News Article：Swaziland is moving towards commercial farming：
www.fao.org/news/story/en/item/241640/icode

アフリカ南部のスワジランドでは、国民の大部分が農村に暮らし、自給農業に依存しています※。
しかし近年、経済不況やHIV / AIDSの蔓延、気候変動による干ばつなどにより
農村の暮らしは厳しくなる一方で、FAOの統計によると、国民の3人に1人が栄養不足に直面しています。
こうしたなか、FAOはEUと連携し、2009年からスワジランド政府とともに
スワジランド農業開発プロジェクト（SADP）を実施しています。
SADPでは、農家に対する優良事例の研修や、弱者層による家庭菜園、
家畜や水管理等におけるインフラ整備等への支援を支援を行うほか、
余剰生産物の流通を支援するファンドを立ち上げました。
ここでは、ファンドの融資を受けてビジネスを軌道に乗せた小さな食品加工工場をご紹介します。

農家から市場へ
――スワジランドで農業の商業化に向けた取り組み

※ 2013年時点で、全人口（125万人）のうち98万5,000人が農村人口（FAOSTAT、2014年10月）

3
3

W
IN

T
E

R
 2

0
1

4



上：Eswatini Kitchenは、コミュニティ菜園で獲れる生産物を加工販売し雇用を提供することを目的に、20年前に設立された。24名の女性スタッフの多くは、シングルマザ
ーや一家の稼ぎ手である。下：製造しているのはジャムやソース類で、一番人気はSwazi Fireと呼ばれるトウガラシソース。2kgのトウガラシから750瓶のソースができる。



上：工場ではファンドの融資を受けてフードプロセッサーとブレンダーを購入した。これにより低コストで生産量を伸ばすことが可能となり、今では年間40万-50万ドル相当
の利益を上げる。下：工場にトウガラシを納める生産農家の1人、シーフォ・マティーサ（62歳）。1kg当たり10エマランゲニ（約1ドル）の買い取り価格に満足している。
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世界の栄養不足人口
――ハンガーマップ 2014
Prevalence of Undernourishment
in Developing Countries

■ FAO MAP 

栄養不足人口の割合※

2012-2014年

※ 指標は、消費量が健康で活動的な生活に必要とさ
れるエネルギー必要量を満たしていない不特定の個
人が人口に占める割合を示したものである
注 2012-14年のスーダンおよび南スーダンの数値は
信憑性が低いため示していない

高い（25-34.9%）

非常に低い（5%未満）

非常に高い（35%以上）

やや低い（5-14.9%）

やや高い（15-24.9%）

データなし／データ不足

-

3
8

W
IN

T
E

R
 2

0
1

4



2012-14年現在、世界では約8億
500万人が慢性的な栄養不足に苦し
んでいると推定されています。この数
は、1990-92年と比較すると2億900

万人以上減少しており、割合で見ると
世界では18.7％から11.3％へ、開発
途上国では23.4％から13.5％へと減
少しています。また、この間に63ヵ国
が、2015年までに途上国の栄養不足
人口の割合を半減させるとしたミレニア

ム開発目標ターゲット1c（MDG1c）を
達成し、MDG目標が手の届くところま
できていることを示しています。
　一方で、地域間には依然として著し
い格差が残っています。ラテンアメリ
カ・カリブ海地域は最も大きな進展を
見せていますが、サハラ以南アフリカ
や西アジアでは、自然災害や紛争の悪
影響により、進展が芳しくありません。
　FAOは、飢餓の削減には食料安全

保障と栄養を最優先に据えた最大級
の持続的な政治的コミットメントととも
に、農業生産性を高めるための投資や、
農業投入材および土地等に対するアク
セスの向上、農村開発を促進する措
置、弱者層に対する社会的保護、特定
の栄養プログラムを組み込んだ統合的
アプローチの必要性を訴えています。

関連ウェブサイト
FAO Hunger： www.fao.org/hunger

出典：「FAO Hunger Map 2014」FAO, 2014
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ロンガンを収穫する農家（ベトナム）。ベトナムは、
伝統的な家族農業を見直したことが要因のひと
つとなり、1990年以降、栄養不足人口を約8

割削減することに成功した。
©FAO / AFP / Hoang Dinh Nam


